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カーボンフットプリント（ＣＦＰ）とは？
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「製品・サービスの原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル全体
を通して排出される温室効果ガスの排出量をＣＯ２に換算して、 「見える化」（宣言）す
る仕組み」

事業者

消費者等

消費者は、購入・使用・廃棄に伴いど
のくらいＣＯ２を排出ししているか自覚

積極的にＣＦＰ製品を選ぶことで、ＣＯ
２削減行動に参加

ＣＯ２の見える化宣言
製品の製造プロセスの分析
最も排出量の多いポイント把握
具体的な削減努力
その成果の公開

Carbon Footprint of Product

コミュニケーション
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国の試行事業での成果
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• 実績

－ 製品種別算定基準（ＰＣＲ） 認定数 ７３

－ ＣＦＰ検証 認証商品数 ４６０製品（約１００社）

• 特徴

－ 食品、生活用品、衣料品、印刷、オフィス関連の認証商品が多い。

－ 複雑なサプライチェーン構造を有するエ

ネルギー使用製品の参加が少ない

・ プログラム運営に繋がる各種文書類
・ 共通原単位データベース（概ね１,２００品目）
・ 検証／認証に関する人材、機関等の蓄積
・ 消費者、小中高向け環境教育教材
・ 情報公開用ＷＥＢサイト

食品関係

20%

生活用品

27%
衣料関

連品

15%

印刷関連

11%

オフィス関連

17%

土木・建築関連

7%

その他産業用

3%
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新ＣＦＰプログラムとして継承・継続

2012年度からは、社団法人産業環境管理協会が国のＣＦＰ制度試行
事業の成果を引き継ぎ運営してまいります。
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2008年度 ＣＦＰ制度構築事前調査

2012年度から（社）産業環境管理協会が継承／運営

正式名称：カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム

2009-2011年度 ＣＦＰ制度試行事業

経済産業省
（農林水産省）
（国土交通省）
（環境省）

－ ＣＯ２の見える化とその削減努力の宣言－
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新ＣＦＰプログラムの基本構造

4

プログラム運営者 ステークホルダー事業者

プログラム基本文書
（プログラム運営方法を記述したもの）

運営支援組織
・ ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ

-技術WG
-企画広報WG

力量要求を満
たす検証／認
証要員

レビューパネル

2次ﾃﾞｰﾀ作成

算定等支援

文書類の公開

ＰＣＲの策定
（製品種別算定基準）

ＰＣＲに基づく
ＣＦＰ算定

ＣＦＰ宣言
ＣＦＰマークの交付

ＣＦＰ詳細情報等のＷＥＢサイトでの公開

対象製品の選定／
製品プロセスの洗い出し

消費者

金融機関、投資家、株主

取引先

メディア

第三者の専門家による
認定又は・検証

信頼性・透明性を
担保するしくみ

ＰＣＲの認定・公開

原単位（2次ﾃﾞｰﾀ）の提供

ＣＦＰ検証・公開

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
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ＣＦＰマークについて
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“ＣＦＰプログラム参加マーク”
－ ＣＯ２の見える化と、その削減努力の宣言 －

経済産業省をはじめとした国の４省庁が、２００９年度
－２０１１年度にかけて実施している「カーボンフットプ
リント制度試行事業」において用いているマーク。

民間移行にあたって、国から継承し、新たに“ＣＦＰプ
ログラム”参加マークとして、また、数値表示や認知度
向上のためのシンボルとして、弾力的かつ多様な活用
を展開し、広く国内外への認知度向上を図る役割を担
う。

＜マーク作成者からのメッセージ＞
“秤”をモチーフに、デザインしてみました。
ＣＯ２は見えないものですが、見る人に意識
的に「量っている」イメージが伝わればうれ
しいです。

＜マーク作成者からのメッセージ＞
“秤”をモチーフに、デザインしてみました。
ＣＯ２は見えないものですが、見る人に意識
的に「量っている」イメージが伝わればうれ
しいです。

あ、このマーク！
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ＣＦＰ宣言の方法
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マークを利用した製品への表示例
（数値表示、追加情報表示）

ＷＥＢサイト上への表示例
（詳細情報）

さらに、各事業者の皆さんは自社のホームページで
公開されている内容まで、「読まれる方」の理解につ
ながる適正な表示を推進
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ＣＦＰコミュニケーションイメージ
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つくる つかう すてる

80%
10
%
10
%

10
%
10
%

栽培 150g-CO2e

容器等製造 300g-CO2e

ジュース製造
80g-CO2e

流通・販売
150g-CO2e

分別・再利用 -250g-CO2e

分別せず廃棄 10g-CO2e

消費

つくる段階の影響が大きいため、製
造段階での温室効果ガス削減を努
力しています。

運行段階での影響が圧倒的に大
きいため、省エネ性の高い機材の
導入、運行に配慮しています。ま
た、お客様の定時運行へのご協
力も大変効果的です。

瓶容器の製造によるCO2排出量が多いですが、分別回収にご協力くださることによ
り、その影響を削減することができます。

合計
430g-CO2e

合計
690g-CO2e

イメージ

運行

施設

その他

「読まれる方」の理解を意識して楽しく解説、自信を持って宣言

「つくる」の段階で20XXまでに
○○％削減します。（宣言）
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ＰＣＲ策定の合理化と認定作業のスピードアップ
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ＰＣＲ策定の合理化
 試行事業で認定済のＰＣＲの分析により、その「共通項」を可能な範囲で基本文書（ＰＣＲの策定基準）の付

属文書「分野別ガイド」として整えることにより、ＰＣＲ策定の要求事項が合理化され、作業がスピーディにな
る。

 ＰＣＲ「認定申請から認定まで最短15日間」の運用を目指す。
 ＰＣＲの策定主体は、従来のＷＧ方式だけでなく、個社での策定も可能とする。（策定ＰＣＲは、利害関係者

の意見を聞いた上で、公開する。）
 ＰＣＲの策定に当たっては、プログラム運営者の一定の関与（ＰＣＲ間の整合）で作成することが望ましい。

ＰＣＲの範囲

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

新ＣＦＰプログラム
ＰＣＲの範囲

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

○○ＰＣＲ

独自算
定基準

○○製品

○○製品

○○製品

○○製品

Ｐ
Ｃ
Ｒ
策
定
基
準

試行事業

広範囲ＰＣＲ

あ
り
方
・
指
針

8

基
本
文
書

分
野
別
ガ
イ
ド
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検証方法の多様化と検証作業のスピードアップ
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事業者

事務局

検
証
申
請

事業者

プログラム運営者

検証申請書の作成

マーク使用許諾
申請／許可

内
部
監
査

算定・検証・公開システム

内部検証

登録申請書作成

CFP検証パネル

依頼

事前検証

結果審議
依頼

承認
及び
マーク
公開
通知

検証員

申請書修正

検証方法の多様化とスピードアップ
 システム認証制度を採用し、個別検証と２つの検証方式とする。
 個別検証は、プログラム運営者に登録する「検証員」又は「検証機関」が認証。システム認証は、システム認証機

関が「認証行為」を行う。
 プログラム運営者においては、「レビューパネル」を設置し、内容確認のみ実施。

（将来的には、工数削減のための廃止）
 スピードアップ⇒ＣＦＰ検証申請から認証までに要する日数を「１０日間程度」を目標とする。

認証機関

登録

システム認証
審査

審査
申請

結果報告

３年に一度

検
証
申
請

レビューパネル

依頼

検 証

検証員/
検証機関

認証

システム認証方式個品別検証方式

結果報告

マーク
使用許
諾申請
／許可

認証

結果
確認

試行事業 新ＣＦＰプログラム
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２次データ使用の運用見直しによる参加要件の緩和
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2次データ（基本データ、参考データ）使用の運用見直し
 試行事業での、共通原単位は、「基本データ」として公開・活用する。（「基本データ」との性格からその取り扱い

は、絶対的なものはなく、ＣＦＰ算定事業者の判断で、利用を判断できる。）
 また、ＣＦＰ算定者から、別の2次データ利用希望があった場合は、「利用可能データチェック基準」に照らしてそ

の適格性についてプログラム運営事務局にて判断（データチェック一部有償）した上で、その使用を認める。
（「利用可能データ」と称する）。なお、既存の参考データも利用可能データとする。

 事務局は、利用可能データの一覧を公開する。
 これにより、事業者自らが保有するデータの活用が可能となり、ＣＦＰ参加事業者の増加が見込まれる。

算定事業者 算定事業者 他二次データ

基本データ 公開基本データ（公開）
（現共通原単位）

共通原単位（公開）

事務局 プログラム運営者

※ 事務局にて妥当性評価
したうえで、適用を認める。

推
奨

事務局チェック

提
供

利用可能データ（原則公開）

利
用
可
能

利用希望

算定事業者の
選択に任せる

参考データ（名前のみ公開）

必
須

試行事業 事業化後
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CFPマーク利用の弾力化とコミュニケーションの促進
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ＣＦＰマークによるコミュニケーションの促進

・ ＣＦＰマークは、国の試行事業で用いたマークを継承。

・ “ＣＦＰプログラム参加マーク”としての認知度向上促進

・ 使用範囲の弾力的運用

①中間財等への使用、②啓蒙・啓発活動への活用など

・ 使用者との「使用契約書（仮称）」締結による不正使用等防止

・ マークへの絶対値表示は、製品の特性等踏まえ、事業者の判断に任せる

◆ＣＦＰマークを補完するコミュニケーション
 ライフサイクル思考に基づいたコミュニケーションを促進するため、ライフサイクルを示すもの

（例：構成比グラフや抽象化したフロー図）の表示を推奨

 算定結果の読み取り方（ライフサイクル全体を評価していること、
検証は受けているが、不確実性が含まれていること等）を、数値
の読み手へ向けて積極的にコミュニケーションを図る。

 表示された算定結果が、唯一無二の結果と誤解されないようプ
ログラムホルダーとして算定の限界を明確にし、事業者側の結
果公開にかかるリスクを除外するよう配慮する。
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有効期限等

12

 ＰＣＲ原案策定計画の登録に関する有効期限
← 平成２４年３月３１日

 認定ＰＣＲの有効期限
 ＣＦＰ検証の有効期限
 ＣＦＰマークの使用許諾の期限
 システム認証の有効期限

← 平成２５年３月３１日

※ システム認証については、最新版のＰＣＲ
適用を内部で確認。ＰＣＲ拡大の場合には、
新たに審査を要する。

試行事業での以下の期限に関する経過措置

認定・検証の有効期限等

 ＣＦＰ－ＰＣＲの有効期間 5年間
 ＣＦＰ検証の有効期間 3年間
 ＣＦＰ登録・公開の更新 1年ごと
 基本文書の定期的レビュー 5年間に一度
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2012 新ＣＦＰプログラム運営体制
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アドバイザリーボード

技術支援ＷＧ

原単位レビューパネル

企画広報支援
ＷＧ

・原単位（2次データ）の検証基

準の管理、データ検証結果の
確認及び合否判定等を行う。

・ＰＣＲ認定、ＣＦＰ検証結果の確
認及び合否判定を行う。

・参加事業者を中心に、プログラム
の改善提案や認知度向上のため
の広報企画に対して助言を行う。

・事務局から提案の技術的な課題
等について、助言を行う。

・運営に係る事項全般について、多様な利
害関係者の立場から助言を行う。

2012年度プログラム運営体制

レビューパネル
① ＰＣＲ認定の審査
② ＣＦＰ検証結果の確認

■プログラム運営責任者■
社団法人産業環境管理協会
製品環境部門長 横山 宏
■プログラム運営事務局■
ＬＣＡ事業推進センター 所長 壁谷武久
エコデザイン事業室 副室長 安井基晃
ＣＦＰ事業チーム チーム長 石塚明克

プログラム運営者 アドバイザリーボード

諮問

助言

判定依頼

・ＰＣＲレビューア、ＣＦＰ検証業務を行
う。

・原単位検証員、原単位検証業務を行
う。
■内部レビューア■
ＬＣＡ事業推進センター
ＬＣＡ事業室 室長 神崎昌之
■外部レビューア■（業務委託）
※ 外部レビューアは、一定の力量要求

に対して要件を満たしたもの20名程
度を登録

登録レビューア レビューパネル

審査・確認判定・結果
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ＰＣＲ（製品種別算定ルール）の有無

ＰＣＲ認定申請

ＣＦＰ個別検証申請

ＣＦＰマーク使用許諾申請

※システム認証審査申請

検証員による検証

※システム認証
自社内にマネジメントシステムを構築し、
自ら検証実施が可能となることから計画
的、迅速な対応が可能な仕組み

認証機関による審査

合格

ＰＣＲの認定のみ ＰＣＲ認定とＣＦＰ検証を同時申請

合格

レビューアによる事前審査

個社又はＷＧによるＰＣＲ原案作成

ＰＣＲ認定レビューパネル

ﾚﾋﾞｭｰパネルによる確認ＷＥＢ上での公開

有無

合格

新ＣＦＰプログラム運用スキーム図（基本イメージ）
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新ＣＦＰプログラムに参加するための支援活動
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ＣＦＰ算定支援研修

• ＣＦＰ概論、ＣＦＰ算定演習、ＣＦＰ検証申請書作成

• 所要時間０．５日又は１日

ＣＦＰ算定支援相談会

• ＣＦＰ算定、マーク取得に関する定期相談会

• １時間単位で延長可

ＣＦＰ算定支援コンサル

• ＣＦＰの取得に関する個別企業コンサル

• エキスパートの紹介

ＣＦＰ取得をはじめて目指す事業者の、皆様向けに多彩な支援機会を設けることとし
ています。（有償） コンサル事業は、民間のコンサル機関等の協力のもと、支援させ
ていただきます。

プログラム内支援

民間市場
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広報普及活動（１）
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企業

行政
（国、自治体等）

NPO

JEMAIがネットワークのハブとなり、ステークホルダー間の連携を支援
消費者行動の視点からさまざま施策を展開

Share
共有

（情報拡散）
ソーシャルメディアの活用

消費者

Understand 理解 (情報公開・正しい理解の促進）

Webサイトのコンテンツを充実
エコ検定の問題（もしくは問題集）として採用
 学校教育の教科書掲載、教材開発等など提案

Action 購買行動（楽しさ・話題性創出）

 スーパー、店頭でのポップ（「人気NO.１」のような）
 ポイント制度の導入
 ランキング化
 コーズマーケティング
 ゲーミフィケーション、AR（拡張現実）

など、様々な手法を視野に入れて企画・展開を検討

ＬＣＡ日本フォーラム
ＣＦＰ日本フォーラム

インセンティブ
グリーン購入法、オフセット等の施策への活用
表彰制度の創設
中小企業等への算定支援補助、人材育成支援等
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市場調査活動

認知度調査の継続
マーク付商品の市場導入に伴い、消費者等需要者側の受容性調査

“めざせ、認知度５０％”

マークの不正使用等の防止
マーク付商品の宣言方法について不正使用が生じないように現場調査
等実施、ＷＥＢ上での実名公開等

海外動向調査
海外の環境規制等（ＥＵ環境フットプリント、ＴＳＣ、ＧＨＧプロトコル等）の
動向について、ＪＥＭＡＩの有するネットワーク機能をもとに情報収集。適
宜、情報発信

17
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国内外のプログラム運営者等との連携、交流活動

国内他制度との連携／交流

グリーン購入法、グリーン購入ネットワーク（ＧＰ
Ｎ）、カーボンオフセット関係機関等他の環境配慮製
品の需要創出事業等のプログラム運営者との交流
や連携を推進

海外プログラム運営機関との連携／交流

韓国ＫＥＩＴＩやイギリスカーボントラスト社などの海
外プログラム運営者との連携、あるいはＥＵにおけ
る環境フットプリント制度など新たな環境規制等の
政策立案組織との交流を推進

18
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検証／認証、研修等価格設定
2012.5.14現在

19

業務
区分

対価項目 内容 基本単価 特別設定 その他

Ｃ
Ｆ
Ｐ
検
証
／
Ｐ
Ｃ
Ｒ
認
定
／
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
認

証
業
務

ＣＦＰ検証料 検証員検証作業費 105千円／製品 ただし、同時検証等の場合は、
2-5 製品 5万円／製品
6製品以上 4万円／製品

工数は、概ね4時間／件を想定

ＰＣＲ認定料 ＰＣＲレビューアの作業費
事務処理費：レビューパネル運
営、認定証の発行、認定内容
の登録・公開・管理経費

115.5千円／ＰＣ
Ｒ

ただし、部品点数が多く、工数が
著しく多量である場合は、個別
に相談の上単価設定を行う。

事前ＷＧへの事務局エキスパート参加の場合、
及び事前コンサルテーションが十分に実施され
ている場合は、レビューアコストは省くこと可能で
ある。

システム認証審査料 システム認証審査員の審査作
業費

認証機関ごとの
設定

※システム認証機関は、1審査案件あたり、認証
料の１０％（消費税込み分）をプログラム使用料
として、プログラム運営者に支払うこと。

検
証
／
認

証
機
関
要
員
業
務 検証員登録料／更新料 個別検証要員の事前登録 10.5千円／年 ※1年更新。

※検証／認証要員向け研修会（1回／年）受講
必須。

認証機関登録料 システム認証機関の事前登録 210千円／年 ※1年更新。
※検証／認証要員向け研修会（1回／年）受講
必須。

検証員／ｼｽﾃﾑ認証審査
員登録研修受講費

検証員、審査員に新規登録に
係る研修会への参加費

52.5千円／回 工数は、1日／回

検証員／ｼｽﾃﾑ認証審査
員登録更新受講費

検証員、審査員に更新登録に
係る研修会への参加費

10.5千円／回 工数は、1日／回

研
修
／
相
談
業
務

ＣＦＰ算定支援研修受講
料

31.5千円／回 個別依頼に基づく出張研修会は、
主催者との協議により設定

JEMAI既存セミナー参照

ＰＣＲ策定支援研修受講
料

31.5千円／日 個別依頼に基づく出張研修会は、
主催者との協議により設定

JEMAI既存セミナー参照

個別相談 21千円／時間 個別依頼に基づく出張相談会は、
主催者との協議により設定

JEMAIｴｷｽﾊﾟｰﾄ平均単価

そ
の
他
業
務 利用可能データチェック 10.5千円／時間 ※難易度に応じて個別協議 工数及び難度等加味して設定

出版
ＣＦＰ取得のための入門書

－ － 検討中

（価格は、消費税込）
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ＣＦＰ登録・公開料 2012.5.14現在
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企業単位でのCFP製品売上額 登録・公開料（千円）消費税込み 備考

区分 単価 ・登録・公開料は、情報の
登録・公開・管理にかかる
経費のほか、データ公開・
管理、広報普及等、その
他の運用管理経費（人件
費及び事務費）及びマー
ク使用許諾料が含まれる。

・販売目的でない場合、登
録・公開に関する事務手
数料として10.5千円を徴
収

・区分のうち、中小企業と
は中小企業基本法に定め
る定義による。

1,000万円未満 一律 21.0

1,000万円以上5,000万円未満 一律 31.5

5,000万円以上1億円未満 一律 63.0

1億円以上5億円未満 一律 136.5

5億円以上10億円未満 一律 273.0

10億円以上100億円未満 中小企業 399.0

その他企業 798.0

100億円以上 中小企業 525.0

その他企業 1,050.0

ＣＦＰ登録・公開料は、ＣＦＰ検証に合格後、登録・公開申請書による手続きの際に発生
する。本経費は、情報の登録・公開・管理にかかる経費のほか、データ公開・管理、広報

普及等、その他の運用管理経費（人件費及び事務費）及びマーク使用許諾料が含まれ
る。
・なお、販売目的でない場合、登録・公開に関する事務手数料として10.5千円を徴収
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新ＣＦＰプログラム運用 広報普及活動 ＣＦＰ算定等支援活動

2012.
4

4/2 経済産業省からの引継ぎ
4/2 新ＣＦＰプログラム運用開
始（プログラム文書公開）
4/2 旧スキーム案件受付開始
4/末第1回ＣＦＰプログラム・アド
バイザリーボード

4/1 WEBサイトの引継ぎ
4/24 新CFPプログラム全国普及セミナー
（東京）

4/24 CFP算定支援研修会（東京）
4/25 CFPプログラム個別相談（東京）

※地域での開催計画検討中

5 5/7 新CFPプログラムCFP検
証申請書受付開始
5/中旬 技術支援ＷＧ、企画広
報支援ＷＧ開催

5/8 新CFPプログラム全国普及セミナー
（大阪）
5/9 新CFPプログラム全国普及セミナー
（名古屋）
5/14 新CFPプログラム全国普及セミナー
（福岡）
5/29 新CFPプログラム全国普及セミナー
（札幌）

5/22 CFP算定支援研修会（東京）
5/23 CFPプログラム個別相談（東京）

6 6/末第2回ＣＦＰプログラム・アド
バイザリーボード

6/7 CFP算定支援研修会（東京）
6/8 CFPプログラム個別相談（東京）

7 7/2 新CFPプログラムPCR認
定申請受付開始
7/2 ｼｽﾃﾑ認証審査申請書（認
証機関にて）受付開始

7/1 新ＷＥＢサイト公開
7/初旬 新ＣＦＰプログラムスタートイベン
ト
7/1-31 CFP参加促進キャンペーン企画
中

7/24 CFP算定支援研修会（東京）
7/25 CFPプログラム個別相談（東京）

7-11 11/末 第3回ＣＦＰプログラム・
アドバイザリーボード

（参加事業者との協同プロモーション企画
中） ※ 地域合宿（地域との交流会）

12 ※ ISO14067発行見込み 12/13-15 エコプロダクツ展出展

当面のスケジュール

引
継

期
間

本
格

始
動
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ＣＦＰプログラムの今後の展開
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環境情報開示の展開の方向性
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日本企業の環境経営におけるコミュニケーションの多様な評価軸（環境側面の単一⇔複数指標、製品⇔
組織の評価、国内市場⇔海外市場）において、新CFP・エコリーフを包括的なツールに展開させること
を目指す。

ISO/組織のLCA

新ＣＦＰプログラム
組織の評価・開示体制の
構築(ｼｽﾃﾑ認証方式)

ｾｸﾀｰ別ｶﾞｲﾄﾞ&PCRs

共通原単位ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

< IDEA & MiLCA >

SCOPE3

ボトクアップ型対応のためのツールへ進展

GHG情報

組織ﾚﾍﾞﾙの評価

多様な環境側面の情報

製品ﾚﾍﾞﾙの評価

組立製品のﾗﾍﾞﾙ開示等ﾉｳﾊｳ

EＵ-ＥFP

ｴｺﾘｰﾌ

仏環境ﾗﾍﾞﾙ試行事業

日本で認証取得した企業が欧州
市場で活用できるｽｷｰﾑを目指す
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まとめ
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お問い合わせ先

社団法人産業環境管理協会 ＬＣＡ事業推進センター

エコデザイン事業室ＣＦＰ事業チーム 石塚、小粥

住 所： 〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町2-2-1

三井住友銀行神田駅前ビル

E-mail ：cfp-team@jemai.or.jp

Tel ： 03-5209-7712

Fax ： 03-5209-7716

お問い合わせ先

社団法人産業環境管理協会 ＬＣＡ事業推進センター

エコデザイン事業室ＣＦＰ事業チーム 石塚、小粥

住 所： 〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町2-2-1

三井住友銀行神田駅前ビル

E-mail ：cfp-team@jemai.or.jp

Tel ： 03-5209-7712

Fax ： 03-5209-7716

■新CFPプログラム情報サイト
http://www.cfp-japan.jp/

国内外のプログラム運営者
等との連携、交流活動

広報普及活動の
充実

スキーム全体を
より弾力的に推進

ＣＦＰマークの継承

→「CFPﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参加マーク」とし
て、

継承・活用。
数値表示や認知度向上のため
のシンボルとして継承。

→ＰＣＲ策定の合理化
→検証方法の多様化と
スピードアップ

→２次データ使用の運用見直し
→マーク使用に関する運用

追加

→WEBサイト/ＳＮＳの活用
→ワークショプ、エコプロダクツ展
での展示等

→民間事業者との共同プロモー
ション等の実施 等

→国内・環境配慮製品の需要創出
事業等のプログラム運営者との
交流・連携を積極的に推進。

→海外プログラム運営機関との
連携・交流を推進。

２１ ３ ４


